
 

 

 

 

国保年金課  

 議案第２９号 

港区国民健康保険条例の一部を改正する条例について 

 

１ 改正の趣旨 

令和６年２月１６日に開催された特別区長会総会で、「特別区国民健康保険事業の調

整に関する共通基準」等の改正が了承されたこと及び国民健康保険法施行令等が一部改

正されたことを踏まえ、港区国民健康保険条例の一部改正を行います。 

 

２ 改正の内容  

（１）国民健康保険料率等の改正 

現 行 改正案 増 減 

所得割 

（医療分）     100 分の 7.17 

（後期高齢者支援金分）100 分の 2.42 

（介護分）     100 分の 2.07 

均等割 

（医療分）      4 万 5,000 円 

（後期高齢者支援金分） 1 万 5,100 円 

（介護分）      1 万 6,200 円 

所得割 

（医療分）     100 分の 8.69 

（後期高齢者支援金分）100 分の 2.80 

（介護分）     100 分の 2.36 

均等割 

（医療分）      4 万 9,100 円 

（後期高齢者支援金分） 1 万 6,500 円 

（介護分）      1 万 6,500 円 

 

1.52 

0.38 

0.29 

 

4,100 円 

1,400 円 

300 円 

保険料の賦課限度額 

（後期高齢者支援金分）     22 万円 

保険料の賦課限度額 

（後期高齢者支援金分）     24 万円 

 

2 万円 

（２）低所得世帯に対する被保険者均等割額を軽減する所得判定に係る基準の見直し 

被保険者均等割額の５割又は２割の減額措置を受けられる世帯の所得基準を引き上

げます。 

（３）退職者医療制度の廃止 

退職者医療制度が廃止されたことに伴い、退職被保険者等に係る規定を削除します。 

 

３ 施行期日  

  令和６年４月１日 

令和６年３月１２日 資料№１ 

保 健 福 祉 常 任 委 員 会 
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令和６年３月１２日 資料№１－２
保　健　福　祉　常　任 委 員 会
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参考資料一覧 

 

 

参考資料１ 令和６年２月26日付５港保国年第5612号の諮問について（答申） 

 

参考資料２ 令和６年度 港区国民健康保険条例改正の概要 

 

参考資料３ 港区国民健康保険における保険料率等の推移 

 

参考資料４ 令和６年度 港区国民健康保険における収入階層別保険料の比較 

その１ 年金収入 世帯主６５歳１人世帯の場合 

その２ 年金収入 ２人世帯の場合 

その３ 給与収入 世帯主４０歳１人世帯の場合 

その４ 給与収入 ３人世帯の場合（未就学児均等割軽減） 

 

参考資料５ 港区国民健康保険における所得階層別世帯数及び被保険者数 

 

 

令和６年３月１２日 資料№１－３  

保 健 福 祉 常 任 委 員 会 
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参考資料２

令和５年度（現行）
（独自激変緩和）
基礎分9０.3％
後期分97.3％

令和６年度（今回諮問）
（独自激変緩和）
基礎分93．5％
後期分98．0％

【参考】令和6年度（コロ
ナによる負担抑制をしな

い場合）
（独自激変緩和）

98．0％

6２:3８ ６４:３６ ６４:３６

9.59% 11.49% 12.03%

基礎分 7.17% 8.69% 9.23%

後期支援金分 2.42% 2.80% 2.80%

60,100 円 65,600 円 68,200 円

基礎分 45,000 円 49,100 円 51,700 円

後期支援金分 15,100 円 16,500 円 16,500 円

870,000 円 890,000 円 890,000 円

基礎分 650,000 円 650,000 円 650,000 円

後期支援金分 220,000 円 240,000 円 240,000 円

令和５年度（現行）
（独自激変緩和)
介護分９７.3%

令和６年度（今回諮問）
（独自激変緩和)
介護分９８．０％

【参考】令和６年度（コロ
ナによる負担抑制をしな

い場合）
（独自激変緩和）

98．0％

6１:３９ ６３:３７ ６３:３７

2.07% 2.36% 2.36%

16,200 円 16,500 円 16,500 円

170,000 円 170,000 円 170,000 円

117,851 円 135,647 円 141,185 円

39,723 円 46,008 円 46,008 円

41,211 円 44,383 円 44,383 円

198,785 円 226,038 円 231,576 円

27,253 円 32,791 円

157,574 円 181,655 円 187,193 円

24,081 円 29,619 円

一人当たり保険料（基礎分）

一人当たり保険料（後期分）

介護納付金分

賦課割合
（所得割：均等割）

所得割率

均等割額

賦課限度額

令和６年度　港区国民健康保険条例改正の概要

基礎分＆後期支援金分

賦課割合
（所得割：均等割）

保
険
料
率
等

所得割率

均等割額

賦課限度額

１　令和６年度港区国民健康保険料率等の改正

（１）統一保険料方式
　特別区の区域内では、同一所得、同一世帯構成であれば同一の保険料となるよう、基準となる保険料率
を共通基準として策定し、各区は条例で定める保険料率を共通基準に一致させて運用する統一保険料方式
をとっています。港区の保険料率もこの方式で保険料率を定めています。
　統一保険料方式の例外として、これまで各区事項とされていた介護納付金分の所得割率についても、都
内の保険料水準の統一を目指すため、令和６年度から特別区統一の基準保険料率に基づき定めることとし
ます。

（２）法定外繰入の解消又は縮減・特別区の激変緩和措置
　被保険者が負担する賦課総額は、制度上保険給付の対象となる経費（滞納繰越分の収納見込を除く。）
の総額としています。しかし、平成３０年度の制度改正時に国の激変緩和策とともに特別区においても保
険給付に必要な納付金の９４％（残り６％は法定外（一般財源）繰入）を賦課総額として算定し、以後、
この割合を９５％、９６％と１％ずつ引き上げながら法定外繰入を段階的に解消する保険料の抑制策を定
めています（平成２９年度特別区長会決定）。しかし、その後の新型コロナウイルス感染症の感染拡大や
保険料急増等により計画通りに進めることができませんでした。
　令和６年度は令和５年度の９７.３％から０.７％引き上げ、令和８年度で納付金の１００％を賦課総額
とする目標の達成を目指しますが、急激な保険料の上昇を抑制する必要があるため、引き続き、令和５年
度と同様に新型コロナウイルス感染症の影響による医療給付費相当額分と財政安定化基金償還分の法定外
繰入を基礎分（医療分）に投入し、保険料負担の抑制を図ります。

２　低所得世帯に対する被保険者均等割額を軽減する所得判定に係る基準の見直し

　均等割額５割軽減世帯、２割軽減世帯の所得判定に使用している世帯の総所得金額等を算出する場合の
被保険者数に乗ずる金額を引き上げます。
　・５割軽減の対象世帯：被保険者数の数に乗ずべき金額を29.5 万円（現行：29 万円）に引上げ
  ・２割軽減の対象世帯：被保険者数の数に乗ずべき金額を54.5 万円（現行：53.5 万円）に引上げ

３　退職者医療制度の廃止

　港区国民健康保険条例において引用している退職者医療制度について、法改正による制度廃止に伴い規
定を整備します。

一人当たり保険料（介護分）

40～６４歳
一人当たり保険料

（基礎＋後期＋介護）

前年度比

上記以外
一人当たり保険料

（基礎＋後期）

前年度比
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48,394人 49,179人 49,953人 51,811人 53,782人

6,564百万円 5,７９５百万円 5,9２6百万円 5,916百万円 6,346百万円

64:36 62:38 64:36 66:34 66:34

所　得　割 8.69％ 7.17% 7.16% 7.13% 7.14%

均　等　割 49,100 円 45,000 円 42,100 円 38,800 円 39,900 円

65万円 65万円 65万円 63万円 63万円

135,647 円 117,851 円 118,627 円 113,435 円 117,989 円

2,226百万円 1,9５３百万円 1,862百万円 1,945百万円 2,008百万円

64:36 62:38 65:35 65:35 65:35

所　得　割 2.80％ 2.42% 2.28% 2.41% 2.29%

均　等　割 16,500 円 15,100 円 13,200 円 13,200 円 12,900 円

24万円 22万円 20万円 19万円 19万円

46,008 円 39,723 円 37,270 円 37,293 円 37,334 円

20,633人 20,895人 21,209人 21,662人 22,273人

915百万円 8６1百万円 886百万円 946百万円 839百万円

63:37 61:39 60:40 61:39 59:41

所　得　割 2.36% 2.07% 2.02% 2.13% 1.46%

均　等　割 16,500 円 16,200 円 16,600 円 17,000 円 15,600円

17万円 17万円 17万円 17万円 17万円

44,383 円 41,211 円 41,790 円 43,401 円 37,698 円

226,038 円 198,785 円 197,687 円 194,129 円 193,021 円

27,253 円 1,098 円 3,558 円 1,108 円 4,487 円

13.71% 0.56% 1.83% 0.57% 2.38%

181,655 円 157,574 円 155,897 円 150,728 円 155,323 円

24,081 円 1,677 円 5,169 円 -4,595 円 1,825 円

15.28% 1.08% 3.43% -2.96% 1.19%

※介護納付金分は、介護保険第２号被保険者（40歳から64歳）のみ対象

港区国民健康保険における保険料率等の推移

区 分

一 般 被 保 険 者 数

賦　課　総　額

賦課割合(所得割：均等割）基
礎
分

（
医
療
分

）

１人当たり保険料

保

険

料

率

賦　課　限　度　額

令和６年度 令和5年度 令和4年度 令和３年度 令和２年度

賦　課　総　額

賦課割合(所得割：均等割）

保

険

料

率

後
期
高
齢
者
支
援
金
分

１人当たり保険料

前年度との率比較

前年度との金額比較

前年度との率比較

賦　課　限　度　額

40～64歳１人当たり保険料
（基礎＋後期＋介護）

上記以外1人当たり保険料
（基礎＋後期）

介護保険第２号被保険者数

賦　課　総　額

賦課割合(所得割：均等割）

保

険

料

率

賦　課　限　度　額

前年度との金額比較

介
護
納
付
金
分

１人当たり保険料

※一般被保険者数及び介護保険第２号被保険者数は、各年度の保険料率等算定時の人数

参考資料３
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参考資料４

その１

A B A -B Ｃ＝（A ‐B）/B
7 割軽減世帯 世帯当たり 円 世帯当たり 円 円

10 0 万円 基礎分＋後期分 19 ,6 8 0 18 ,0 3 0 1,6 5 0 9 .15 %

7 割軽減世帯
15 3 万円 基礎分＋後期分 19 ,6 8 0 18 ,0 3 0 1,6 5 0 9 .15 %

2 割軽減世帯
2 0 0 万円 基礎分＋後期分 10 6 ,4 8 3 9 3 ,15 3 13 ,3 3 0 14 .3 1%

3 0 0 万円 基礎分＋後期分 2 3 4 ,5 0 3 2 0 1,0 7 3 3 3 ,4 3 0 16 .6 3 %

4 0 0 万円 基礎分＋後期分 3 2 9 ,2 9 5 2 8 0 ,19 0 4 9 ,10 5 17 .5 3 %

5 0 0 万円 基礎分＋後期分 4 2 5 ,8 11 3 6 0 ,7 4 6 6 5 ,0 6 5 18 .0 4 %

6 0 0 万円 基礎分＋後期分 5 2 3 ,4 7 6 4 4 2 ,2 6 1 8 1,2 15 18 .3 6 %

7 0 0 万円 基礎分＋後期分 6 2 1,14 1 5 2 3 ,7 7 6 9 7 ,3 6 5 18 .5 9 %

8 0 0 万円 基礎分＋後期分 7 2 2 ,2 5 3 6 0 8 ,16 8 114 ,0 8 5 18 .7 6 %

9 0 0 万円 基礎分＋後期分 8 3 1,4 0 8 6 9 9 ,2 7 3 13 2 ,13 5 18 .9 0 %

令和６年度 令和５年度 増減額 増減率

※　表は、モデル的に計算したものである。基礎・支援金分は、基礎分（均等割額4 9 ,10 0 円・
　　所得割率8 .6 9 ％） +  後期高齢者支援金分（均等割額16 ,5 0 0 円 ・所得割率2 .8 0 ％）で試算

年金収入

令和６年度　港区国民健康保険における収入階層別保険料の比較

【　年金収入　世帯主６５歳１人世帯の場合　】
〔基礎分＋後期高齢者支援金分〕〔介護分無〕
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その２

A B A -B Ｃ＝（A ‐B）/B
7 割軽減世帯 世帯当たり 円 世帯当たり 円 円

10 0 万円 基礎分＋後期分 3 9 ,3 6 0 3 6 ,0 6 0 3 ,3 0 0 9 .15 %

7 割軽減世帯
15 3 万円 基礎分＋後期分 3 9 ,3 6 0 3 6 ,0 6 0 3 ,3 0 0 9 .15 %

5 割軽減世帯
2 0 0 万円 基礎分＋後期分 119 ,6 0 3 10 5 ,17 3 14 ,4 3 0 13 .7 2 %

3 0 0 万円 基礎分＋後期分 3 0 0 ,10 3 2 6 1,17 3 3 8 ,9 3 0 14 .9 1%

4 0 0 万円 基礎分＋後期分 3 9 4 ,8 9 5 3 4 0 ,2 9 0 5 4 ,6 0 5 16 .0 5 %

5 0 0 万円 基礎分＋後期分 4 9 1,4 11 4 2 0 ,8 4 6 7 0 ,5 6 5 16 .7 7 %

6 0 0 万円 基礎分＋後期分 5 8 9 ,0 7 6 5 0 2 ,3 6 1 8 6 ,7 15 17 .2 6 %

7 0 0 万円 基礎分＋後期分 6 8 6 ,7 4 1 5 8 3 ,8 7 6 10 2 ,8 6 5 17 .6 2 %

8 0 0 万円 基礎分＋後期分 7 8 7 ,8 5 3 6 6 8 ,2 6 8 119 ,5 8 5 17 .8 9 %

9 0 0 万円 基礎分＋後期分 8 6 9 ,6 2 0 7 5 9 ,3 7 3 110 ,2 4 7 14 .5 2 %

令和６年度 令和５年度 増減額 増減率

※　表は、モデル的に計算したものである。基礎・支援金分は、基礎分（均等割額4 9 ,10 0 円・
　　所得割率8 .6 9 ％） +  後期高齢者支援金分（均等割額16 ,5 0 0 円 ・所得割率2 .8 0 ％）で試算

年金収入

【　年金収入　２人世帯の場合　】
〔世帯主（65歳、介護分無）＋配偶者（65歳・収入無、介護分無）〕

令和６年度　港区国民健康保険における収入階層別保険料の比較　　　
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その３

A B A -B Ｃ＝（A ‐B）/B
7 割軽減世帯 世帯当たり 円 世帯当たり 円 円

9 8 万円 基礎分＋後期分 19 ,6 8 0 18 ,0 3 0 1,6 5 0 9 .15 %
介護分 4 ,9 5 0 4 ,8 6 0 9 0 1.8 5 %

合　計 2 4 ,6 3 0 2 2 ,8 9 0 1,7 4 0 7 .6 0 %
5 割軽減世帯

10 0 万円 基礎分＋後期分 3 5 ,0 9 8 3 1,9 6 8 3 ,13 0 9 .7 9 %
介護分 8 ,7 2 2 8 ,5 14 2 0 8 2 .4 4 %

合　計 4 3 ,8 2 0 4 0 ,4 8 2 3 ,3 3 8 8 .2 5 %

2 0 0 万円 基礎分＋後期分 16 7 ,8 6 1 14 5 ,4 5 1 2 2 ,4 10 15 .4 1%
介護分 3 7 ,5 0 4 3 4 ,6 2 3 2 ,8 8 1 8 .3 2 %

合　計 2 0 5 ,3 6 5 18 0 ,0 7 4 2 5 ,2 9 1 14 .0 4 %

3 0 0 万円 基礎分＋後期分 2 4 8 ,2 9 1 2 12 ,5 8 1 3 5 ,7 10 16 .8 0 %
介護分 5 4 ,0 2 4 4 9 ,113 4 ,9 11 10 .0 0 %

合　計 3 0 2 ,3 15 2 6 1,6 9 4 4 0 ,6 2 1 15 .5 2 %

4 0 0 万円 基礎分＋後期分 3 3 3 ,3 17 2 8 3 ,5 4 7 4 9 ,7 7 0 17 .5 5 %
介護分 7 1,4 8 8 6 4 ,4 3 1 7 ,0 5 7 10 .9 5 %

合　計 4 0 4 ,8 0 5 3 4 7 ,9 7 8 5 6 ,8 2 7 16 .3 3 %

5 0 0 万円 基礎分＋後期分 4 2 5 ,2 3 7 3 6 0 ,2 6 7 6 4 ,9 7 0 18 .0 3 %
介護分 9 0 ,3 6 8 8 0 ,9 9 1 9 ,3 7 7 11.5 8 %

合　計 5 15 ,6 0 5 4 4 1,2 5 8 7 4 ,3 4 7 16 .8 5 %

6 0 0 万円 基礎分＋後期分 5 17 ,15 7 4 3 6 ,9 8 7 8 0 ,17 0 18 .3 5 %
介護分 10 9 ,2 4 8 9 7 ,5 5 1 11,6 9 7 11.9 9 %

合　計 6 2 6 ,4 0 5 5 3 4 ,5 3 8 9 1,8 6 7 17 .19 %

7 0 0 万円 基礎分＋後期分 6 13 ,6 7 3 5 17 ,5 4 3 9 6 ,13 0 18 .5 7 %
介護分 12 9 ,0 7 2 114 ,9 3 9 14 ,13 3 12 .3 0 %

合　計 7 4 2 ,7 4 5 6 3 2 ,4 8 2 110 ,2 6 3 17 .4 3 %

8 0 0 万円 基礎分＋後期分 7 17 ,0 8 3 6 0 3 ,8 5 3 113 ,2 3 0 18 .7 5 %
介護分 15 0 ,3 12 13 3 ,5 6 9 16 ,7 4 3 12 .5 4 %

合　計 8 6 7 ,3 9 5 7 3 7 ,4 2 2 12 9 ,9 7 3 17 .6 3 %

9 0 0 万円 基礎分＋後期分 8 2 6 ,2 3 8 6 9 4 ,9 5 8 13 1,2 8 0 18 .8 9 %
介護分 17 0 ,0 0 0 15 3 ,2 3 4 16 ,7 6 6 10 .9 4 %

合　計 9 9 6 ,2 3 8 8 4 8 ,19 2 14 8 ,0 4 6 17 .4 5 %

※　表は、モデル的に計算したものである。基礎・支援金分は、基礎分（均等割額4 9 ,10 0 円・
　　所得割率8 .6 9 ％） +  後期高齢者支援金分（均等割額16 ,5 0 0 円 ・所得割率2 .8 0 ％）＋介護
　　納付金分（均等割額16 ,5 0 0 円・所得割率2 .3 6 ％）で試算

令和６年度 令和５年度 増減額 増減率
給与収入

【　給与収入　世帯主４０歳１人世帯の場合　】
〔基礎分＋後期高齢者支援金分＋介護支援金分〕
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その４

A B A -B Ｃ＝（A ‐B）/B
7 割軽減世帯 世帯当たり 円 世帯当たり 円 円

9 8 万円 基礎分＋後期分 4 9 ,2 0 0 4 5 ,0 7 5 4 ,12 5 9 .15 %
介護分 9 ,9 0 0 9 ,7 2 0 18 0 1.8 5 %

合　計 5 9 ,10 0 5 4 ,7 9 5 4 ,3 0 5 7 .8 6 %
5 割軽減世帯

10 0 万円 基礎分＋後期分 8 4 ,2 9 8 7 7 ,0 4 3 7 ,2 5 5 9 .4 2 %
介護分 16 ,9 7 2 16 ,6 14 3 5 8 2 .15 %

合　計 10 1,2 7 0 9 3 ,6 5 7 7 ,6 13 8 .13 %
2 割軽減世帯

2 0 0 万円 基礎分＋後期分 2 3 3 ,4 6 1 2 0 5 ,5 5 1 2 7 ,9 10 13 .5 8 %
介護分 4 7 ,4 0 4 4 4 ,3 4 3 3 ,0 6 1 6 .9 0 %

合　計 2 8 0 ,8 6 5 2 4 9 ,8 9 4 3 0 ,9 7 1 12 .3 9 %
2 割軽減世帯

3 0 0 万円 基礎分＋後期分 3 13 ,8 9 1 2 7 2 ,6 8 1 4 1,2 10 15 .11%
介護分 6 3 ,9 2 4 5 8 ,8 3 3 5 ,0 9 1 8 .6 5 %

合　計 3 7 7 ,8 15 3 3 1,5 14 4 6 ,3 0 1 13 .9 7 %

4 0 0 万円 基礎分＋後期分 4 3 1,7 17 3 7 3 ,6 9 7 5 8 ,0 2 0 15 .5 3 %
介護分 8 7 ,9 8 8 8 0 ,6 3 1 7 ,3 5 7 9 .12 %

合　計 5 19 ,7 0 5 4 5 4 ,3 2 8 6 5 ,3 7 7 14 .3 9 %

5 0 0 万円 基礎分＋後期分 5 2 3 ,6 3 7 4 5 0 ,4 17 7 3 ,2 2 0 16 .2 6 %
介護分 10 6 ,8 6 8 9 7 ,19 1 9 ,6 7 7 9 .9 6 %

合　計 6 3 0 ,5 0 5 5 4 7 ,6 0 8 8 2 ,8 9 7 15 .14 %

6 0 0 万円 基礎分＋後期分 6 15 ,5 5 7 5 2 7 ,13 7 8 8 ,4 2 0 16 .7 7 %
介護分 12 5 ,7 4 8 113 ,7 5 1 11,9 9 7 10 .5 5 %

合　計 7 4 1,3 0 5 6 4 0 ,8 8 8 10 0 ,4 17 15 .6 7 %

7 0 0 万円 基礎分＋後期分 7 12 ,0 7 3 6 0 7 ,6 9 3 10 4 ,3 8 0 17 .18 %
介護分 14 5 ,5 7 2 13 1,13 9 14 ,4 3 3 11.0 1%

合　計 8 5 7 ,6 4 5 7 3 8 ,8 3 2 118 ,8 13 16 .0 8 %

8 0 0 万円 基礎分＋後期分 8 15 ,4 8 3 6 9 4 ,0 0 3 12 1,4 8 0 17 .5 0 %
介護分 16 6 ,8 12 14 9 ,7 6 9 17 ,0 4 3 11.3 8 %

合　計 9 8 2 ,2 9 5 8 4 3 ,7 7 2 13 8 ,5 2 3 16 .4 2 %

9 0 0 万円 基礎分＋後期分 8 7 6 ,6 10 7 8 5 ,10 8 9 1,5 0 2 11.6 5 %
介護分 17 0 ,0 0 0 16 9 ,4 3 4 5 6 6 0 .3 3 %

合　計 1,0 4 6 ,6 10 9 5 4 ,5 4 2 9 2 ,0 6 8 9 .6 5 %

※　表は、モデル的に計算したものである。基礎・支援金分は、基礎分（均等割額4 9 ,10 0 円・
　　所得割率8 .6 9 ％） +  後期高齢者支援金分（均等割額16 ,5 0 0 円 ・所得割率2 .8 0 ％）＋介護
　　納付金分（均等割額16 ,5 0 0 円・所得割率2 .3 6 ％）で試算

令和６年度 令和５年度 増減額 増減率
給与収入

【　給与収入　３人世帯の場合（未就学児均等割軽減）　】
〔世帯主（40歳、介護分有）＋配偶者（40歳、収入無、介護分有）
　＋未就学児（５歳、収入無）〕
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0 23,247 19,064 16,253 1,853 628 262 54 12 2 0 0 0

～100万 8,008 6,188 4,884 950 232 92 23 6 0 0 1 0

～200万 5,401 4,145 3,210 705 163 51 11 2 3 0 0 0

～300万 3,377 2,434 1,773 470 119 58 10 3 1 0 0 0

～400万 1,962 1,367 947 290 91 33 6 0 0 0 0 0

～500万 1,335 881 577 205 59 31 7 2 0 0 0 0

～600万 972 613 386 136 58 26 6 1 0 0 0 0

～700万 730 452 285 90 54 16 5 1 0 1 0 0

～800万 500 330 219 71 25 12 2 1 0 0 0 0

～900万 484 292 168 79 25 17 3 0 0 0 0 0

900万超 3,913 2,095 1,073 514 287 169 41 8 2 1 0 0

合　計 49,929 37,861 29,775 5,363 1,741 767 168 36 8 2 1 0

※数値は、令和５年度保険料当初賦課算定時（令和５年６月４日時点）の集計

※旧ただし書所得とは、前年の総所得金額と山林所得、株式の配当所得、土地・建物等の譲渡所得金額などの合計から基礎控除（４３万円）を除いた
額です。ただし、雑損失の繰越控除額は控除しません。

参考資料５

５人世帯世帯数 １人世帯 ４人世帯２人世帯 ３人世帯

港区国民健康保険における所得階層別世帯数及び被保険者数

７人世帯 ８人世帯 ９人世帯６人世帯
１０人世帯

以上
旧ただし
書所得

被保険者数
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